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近代日本の産院の系譜と社会事業























































































































































































































大正  8 年 1919 東京市・賛育会本所産院（本所区梅森町）
大正  9 年 1920 ●大阪市立産院（後に本庄産院と呼ばれる）









大正 12 年 1923 恩賜財団済生会（臨時）駿河台産院、三河島産院を設置 ( 翌年、解散 )●東京市・臨時産院を設置　
大正 13 年 1924 ●東京市立築地産院●大阪市立阿波堀産院
大正 14 年 1925 ●東京市立浅草産院
大正 15 年 1926 　静岡日本赤十字支部産院
昭和  2 年 1927 ●東京市立深川産院
昭和  8 年 1933 ●東京市立下谷産院（浅草産院が下谷区に移転し改称）
昭和 10 年 1935 ●大阪市立扇町産院
昭和 11 年 1936 ●東京市立荒川産院
昭和 12 年 1937 ●東京市立中野産院
昭和 17 年 1942 ●東京市立向島産院　●東京市立大森産院
注：東京市社会局 (1939)『東京市社会事業施設年表』東京市社会局、恩賜財団済生会 (1924)『恩賜財団済
生会臨時救療事業報告』、内務省衛生局 (1922)『妊産婦及児童ノ保健増進施設ニ関スル概況』内務省衛生局、


















































































かしそれから 10 年足らずの間に 1926（大正 15）
年現在で巡回産婆の施設数が全国で「市営五，町
124











































































































































1928（昭和 3）年 2 月廃止


























































＊（復興局建築部編纂（1928)『最新市街地建築物関係法規　昭和 3 年 2 月版』日本法令書院）
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（１）届出制から許可制への変更
　　  －私立病院並産院設立規則 (1891 年 )
　近代の産院が取り締まりの対象としてはじめて
登場するのは東京布令「私立病院並産院設立規則」
においてである（『官報』第 2492 号，明治 24 年


















院または産院については翌 1892（明治 25）年 6
月までに届け出の上，許可を得るようにと記載が


























治 39 年 5 月），医師会令（大正 8 年 9 月），医師








































































































































































































































1919（大正 8）年から 1920（大正 9）年にかけて

















































































『官報』第 2492 号　1891 年 10 月 19 日















昭和 3 年 2 月版』日本法令書院）
厚生省社会局（1940）「第十六回社会事業統計要覧」
（再録：　社会福祉調査研究会編（1985b）『戦
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日本図書センター )
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